
 

 

平成２５年９月２４日 

株式会社  山梨中央銀行 
 
 

投資信託の新商品を追加します！  

 
 
  株式会社  山梨中央銀行（頭取  進藤  中）は、お客さまの多様化・高度化する資産運用
ニーズにきめ細かくお応えするため、投資信託の窓口販売商品に新商品を追加いたします。 
 
 
１．追加する商品  

商品名  投資信託委託会社 

次世代米国代表株ファンド（愛称：メジャー・リーダー） 三菱ＵＦＪ投信  

ネクストコア  野村アセットマネジメント  

ＭＨＡＭ
エ ム ハ ム

物価連動国債ファンド（愛称：未来予想）  みずほ投信  

 
２．取扱開始日  

平成２５年１０月１日（火）  
 
３．商品の主な特徴  

商品名  特徴 

次世代米国代表株ファンド  
（愛称：メジャー・リーダー）  

 経済環境や社会構造に関する見通しを基に、米国

経済の主役になり得ると判断した米国企業３０銘柄

程度の株式を投資対象とします。  

ネクストコア  

 国内外の株式、公社債、ＲＥＩＴ等１０資産を投資

対象とし、投資環境の変化に合わせて資産配分および

通貨配分を見直します。  
 また、為替ヘッジを活用し、為替リスクの低減を

図ります。  

ＭＨＡＭ
エ ム ハ ム

物価連動国債ファンド  
（愛称：未来予想）  

 日本の物価連動国債※を主要な投資対象とし、安

定した収益の確保と信託財産の中・長期的な成長を

目指します。  
 
※ 物価連動国債とは、元金額や利払額が物価の動き

に連動して増減する国債のことです。  

 



 
 
 
 
４．商品の内容およびリスクについて  
    追加する商品の内容およびリスク等については、別紙１－１～３－２をご覧くだ
さい。  

 
 
 当行では、今後とも、よりお客さまにご満足いただける商品・サービスの提供に努めてまいり

ます。 
 

以 上  
 
 

株式会社 山梨中央銀行  
登録金融機関 関東財務局長（登金）第４１号  

加入協会 日本証券業協会  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

＜次世代米国代表株ファンド  商品内容＞  
商品名 次世代米国代表株ファンド（愛称：メジャー・リーダー） 

委託会社 三菱ＵＦＪ投信 

商品分類 追加型投信／海外／株式 

リスク区分 値動き大 

ファンドの特色 

① 経済環境や社会構造に関する見通しを基に、米国経済の主役にな

り得ると判断した米国企業３０銘柄程度の株式に投資を行います。 
② 外貨建て資産については、原則として為替ヘッジを行いません。

申込コース 
・分配金受取コース 

・分配金再投資コース 

申込単位 
・分配金受取コース ：１万円以上１円単位 

・分配金再投資コース：１万円以上１円単位 

定時定額（積立） 取り扱います。 

販売手数料 申込代金に対して３.１５％（税抜３.００％） 

信託財産留保額 ありません。  

信託報酬 
信託財産の純資産総額に対して、年１ .５２２５％（税抜年１ .４５０％）
の率を乗じて得た額  

約定日 申込受付日の翌営業日 

購入価額 申込受付日の翌営業日の基準価額 

換金価額 換金請求受付日の翌営業日の基準価額 

信託期間 平成３５年３月７日まで（平成２５年５月２８日設定） 

収益分配 

毎年３・６・９・１２月の各７日（休業日の場合は翌営業日）に決算

を行い、収益分配方針に基づいて分配を行います。 

・「分配金受取コース」 

収益分配金は、税金を差引いた後、原則として決算日から起算して

５営業日以内に、販売会社において、受益者に支払います。 

・「分配金再投資コース」 

収益分配金は、税金を差引いた後、「株式投資信託 自動けいぞく

（累積）投資約款」に基づいて、決算日の基準価額により自動的に

無手数料で全額再投資されます。 

換金代金支払い 原則として手続日から起算して５営業日目 

（別紙１－１）



 

主な商品リスク 

（目論見書の記載

事項） 

 

① 価格変動リスク 

  一般的に、株式の価格は個々の企業の活動や業績、市場・経済の

状況等を反映して変動するため、ファンドはその影響を受け、組

入株式の価格の下落は基準価額の下落要因となります。 

② 為替変動リスク 

  組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行わないた

め、為替変動の影響を大きく受けます。 

③ 信用リスク 

   組入有価証券等の発行者や取引先等の経営・財務状況が悪化した

場合またはそれが予想された場合もしくはこれらに関する外部

評価の悪化があった場合等には、当該組入有価証券等の価格が下

落することやその価値がなくなること、または利払い・償還金の

支払いが滞ることがあります。 

④ 流動性リスク 

有価証券等を売却あるいは取得しようとする際に、市場に十分な

需要や供給がない場合や取引規制等により十分な流動性の下で

の取引を行えない場合または取引が不可能となる場合、市場実勢

から期待される価格より不利な価格での取引となる可能性があ

ります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（別紙１－２）



 

 
＜ネクストコア  商品内容＞  

商品名 ネクストコア 

委託会社 野村アセットマネジメント 

商品分類 追加型投信／内外／資産複合 

リスク区分 値動き中 

ファンドの特色 

① 国内外の株式、公社債、ＲＥＩＴ等１０資産を投資対象とします。

② 投資環境の変化に合わせ、資産配分および通貨配分を適宜見直

し、リスク水準を一定範囲に抑えつつ効率的な収益獲得を目指しま

す。 

③ 為替ヘッジを活用し、為替リスクの低減を図ります。 

申込コース 
・分配金受取コース 

・分配金再投資コース 

申込単位 
・分配金受取コース： １万円以上１円単位 

・分配金再投資コース：１万円以上１円単位 

定時定額（積立） 取り扱います。 

販売手数料 申込代金に対して２.１０％（税抜２.００％） 

信託財産留保額 ありません。 

信託報酬 
信託財産の純資産総額に対して、年１ .４１７５％（税抜年１ .３５％）
の率を乗じて得た額  

約定日 申込受付日の翌営業日 

購入価額 申込受付日の翌営業日の基準価額 

換金価額 換金請求受付日の翌営業日の基準価額 

信託期間 平成４０年２月１７日まで（平成２５年１月３１日設定） 

収益分配 

毎年２月・８月の１７日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、

収益分配方針に基づいて分配を行います。 

・「分配金受取コース」 

収益分配金は、税金を差引いた後、原則として決算日から起算して

５営業日以内に、販売会社において、受益者に支払います。 

・「分配金再投資コース」 

収益分配金は、税金を差引いた後、「株式投資信託 自動けいぞく

（累積）投資約款」に基づいて、決算日の基準価額により自動的に

無手数料で全額再投資されます。 

換金代金支払い 原則として手続日から起算して６営業日目 

（別紙２－１）  



 

主な商品リスク 

（目論見書の記載

事項） 

 

① 株価変動リスク 

ファンドは実質的に株式に投資を行うので、株価変動の影響を受

けます。特にファンドの実質的な投資対象に含まれる新興国の株

価変動は、先進国以上に大きいものになることが予想されます。

② ＲＥＩＴの価格変動リスク 

ＲＥＩＴは、保有不動産の状況、市場金利の変動、不動産市況や

株式市場の動向等により価格が変動します。ファンドは実質的に

ＲＥＩＴに投資を行うので、これらの影響を受けます。 

③ 債券価格変動リスク 

債券（公社債等）は、市場金利や信用度の変動により価格が変動

します。ファンドは実質的に債券に投資を行うので、これらの影

響を受けます。特にファンドの実質的な投資対象に含まれる新興

国の債券価格の変動は、先進国以上に大きいものになることが予

想されます。 

④ 為替変動リスク 

ファンドは、為替変動リスクの低減を図る目的（ヘッジ目的）の

ほか、効率的に収益を追求する目的（ヘッジ目的以外）で為替予

約取引等を活用するので、為替変動の影響を受けます。特にファ

ンドの実質的な投資対象に含まれる新興国の通貨については、先

進国の通貨に比べ流動性が低い状況となる可能性が高いこと等

から、当該通貨の為替変動は先進国以上に大きいものになること

も想定されます。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（別紙２－２）  



 

 
＜ＭＨＡＭ物価連動国債ファンド  商品内容＞  

商品名 ＭＨＡＭ物価連動国債ファンド（愛称：未来予想） 

委託会社 みずほ投信投資顧問 

商品分類 追加型投信／国内／債券 

リスク区分 値動き小 

ファンドの特色 

① 日本の物価連動国債※を主要投資対象とし、安定した収益の確保

と信託財産の中・長期的な成長を目指します。 

※ 元金額や利払額が物価の動きに連動して増減する国債です。 

② 組入公社債の平均残存期間は７年±３年程度とします。  
③ 原則として利息収入相当分を中心に、安定した収益分配を行いま

す。 

申込コース 
・分配金受取コース 

・分配金再投資コース 

申込単位 
・分配金受取コース ：１万円以上１円単位 

・分配金再投資コース：１万円以上１円単位 

定時定額（積立） 取り扱います。 

販売手数料 申込代金に対して１.０５％（税抜１.００％） 

信託財産留保額 換金請求受付日の基準価額に対して０．１％を乗じた額 

信託報酬 

信託財産の純資産総額に対して、年０．４２％（税抜年０ .４０％）～
０．６３％（税抜年０．６０％）の率を乗じて得た額  
※ 無担保コール翌日物金利（加重平均値）の平均値に応じて変動  
します。  

約定日 申込受付日当日 

購入価額 申込受付日の基準価額 

換金価額 換金請求受付日の基準価額 

信託期間 無期限（平成１６年６月１日設定） 

収益分配 

毎年３月・９月の各２５日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、

収益分配方針に基づいて分配を行います。 

・「分配金受取コース」 

収益分配金は、税金を差引いた後、原則として決算日から起算して

５営業日以内に、販売会社において、受益者に支払います。 

・「分配金再投資コース」 

収益分配金は、税金を差引いた後、「株式投資信託 自動けいぞく

（累積）投資約款」に基づいて、決算日の基準価額により自動的に

無手数料で全額再投資されます。 

換金代金支払い 原則として手続日から起算して６営業日目 

（別紙３－１）  



 

主な商品リスク 

（目論見書の記載

事項） 

 

① 物価変動リスク 

物価の下落は、物価連動国債の元金額や利払額を減少させるた

め、当ファンドが投資する物価連動国債の価格にマイナスの影響

を及ぼし、当ファンドの基準価額の下落させる要因となります。

また、将来の物価変動に対する市場予想の変動も、物価連動国債

の市場価格に影響を及ぼします。なお、物価連動国債の元金額や

利払額の増減の基準となる物価としては、各時点の約３ヶ月前の

全国消費者物価指数（生鮮食品を除く総合指数）が用いられるた

め、直近の物価変動が物価連動国債の元金額や利払額に反映され

るのは、約３ヶ月後となります。 

② 金利変動リスク 

一般に金利が上昇した場合には、既に発行されて流通している公

社債の価格は下落します。金利上昇は、当ファンドが投資する物

価連動国債等の価格に影響を及ぼし、当ファンドの基準価額を下

落させる要因となります。 

③ 流動性リスク 

当ファンドが投資する物価連動国債等の流動性が損なわれた場

合には、当ファンドの基準価額が下落する要因となる可能性があ

ります。 

 

（別紙３－２）  


